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はじめに
2008年の米国における金融危機に端を発する世界的不況は，先進各国の
存立基盤をも揺るがす大きな構造変化をもたらしつつ進行している。一
方，近年の日本では，国際競争の激化や産業の空洞化を主な背景として，
就職難や雇用の不安定化，賃金・所得の低下などによる格差の拡大と貧困
層の増加，少子高齢化や人口減少が深刻な社会問題となっている。そし
て，このような流れのなかでわが国における地域経済は大いに疲弊してお
り，2014年の日本創生会議による「消滅可能性都市」の発表にも象徴され
るように，その存続が危ぶまれている状況にある
（1）
。
（ 1）　この事態を受けて茨城県では「茨城県まち・ひと・しごと創生会議」を設置し，
2015年 6 月より審議が開催されている。同会議の資料である「茨城県人口ビジョ
ン」によると，県の人口は鹿島開発や筑波研究学園都市などの大規模プロジェクト，
常総ニュータウンなどの大規模住宅開発を主な要因として，1970年代の高度経済成
長期から増加が続いていたが，2000年に最も多い299万人に達して以降は減少が続
いている。なお国立社会保障・人口問題研究所の推計では，同県の人口は2040年に
は現在（2015年）から約18％減の242万人になるものと予想されている。
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これに対して茨城県経済は近年，つくばエクスプレスや北関東自動車道
といった交通網の整備・拡充など大型開発の進行を背景に，全国のなかで
も高い成長を維持している一方で
（2）
，人口減少などの社会的課題について
は他の地域と同様，あるいはより深刻化しつつあるといえ，改めて長期的
な観点から，経済社会のあり方を問い直す作業が求められる状況にあるも
のと思われる。
以上のことを視座として，本稿では茨城県経済の産業構造の特質とその
変化について析出し，今後の展望について検討することを課題とする。
1 ．茨城県経済の概況
1－ 1：茨城県経済の現況
はじめに，茨城県が作成している「指標から見た茨城」をもとに，茨
城県経済の現況と特徴について確認していく。なお，丸括弧内は調査時点
であり，角括弧内の数字は同時点での全国順位を示す。まず土地は総面積
が6096.93㎢（2014/10/01）［24］と平均的であるが，可住地面積が3981.85
㎢（2013/10/01）［ 4］，耕地面積割合が28.3%（2014/7/15）［ 1］と，住
宅および農業面で恵まれた土地となっている。人口は，総人口292万人
（2014/10/1）［11］，生産年齢人口割合61.3%（同）［12］と全国平均よりもや
や高めである一方で，65歳以上（老年）人口割合は25.8%（同）［36］，人口
増減率が－4.3%（13/10～14/9）［19］，合計特殊出生率が1.42人（2013年）
（ 2）　こうした経済状況から，近年では企業等の注目も集まっている。例えば「日経ビ
ジネス」は，茨城県の北関東自動車道や首都圏中央連絡自動車道（圏央道）周辺の
工場群を「新4大工業地帯」の 1つ，「北関東横断工場ロード」として取り上げてい
る。「日経ビジネス」2014年 4 月28日・ 5月 5日合併号，41頁を参照。
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［34］とそれぞれ際立つほどではないが，高齢化の進行は深刻な状況にある。
次に経済状況について見ていく。県内総生産は11兆 6 千億円（2012年
度）［11］，県経済成長率1.1%（同）［ 8］となっており，首都圏の中では
突出したものではないものの，全国の中では高い生産性を有している。な
かでも，製造品出荷額等は10兆 9 千億円（2013年）［ 8］と全国有数の位
置を占めており，そして農業については，農業産出額が4,356億円（同）
［ 2］と全国でもトップクラスを誇っている。なお，2010年の産業別就業人
口は第 1 次産業が8.3万人（6.2%），第 2次40.1万人（29.8%），第 3次86.3万
人（64.1%）となっている。他方で， 1人平均月間現金給与総額は男性で
42.7万円（2013年）［ 7］，女性で21.4万円（同）［30］となっており，男性
の給与水準は高い反面，女性では高まっていない。
社会保障についてはさらに特徴的で，生活保護被保護実人員は千人当り
の月平均で8.91（2013年度）［34］，保育所数が 0～ 5歳児10万人当り319.5
施設（2012/10/1）［35］，十万人当りの一般病院数が5.5施設（2013/10/1）
［30］，同じく一般診療所数が58.9施設（同）［46］，医療施設従事医師数が
167.0人（2012/12/31）［46］となっており，総じて社会保障の整備の遅れ
が見られる結果となっている。
1 － 2 ：茨城県経済における製造業の位置
続いて，資料をもとに全産業のなかでの製造業の位置について確認して
いこう。まず表 1は県内の全産業の事業所数と従業者数の推移を捉えたも
のである。これによると，県内の製造業の事業所数は1991年の17,247（構
成比12.5%）から2012年11,419（同・9.7%）と大幅に減少している。また，
同期間の増減率は－33.8%であるが，これは全産業での－14.3%を上回る勢
いである。なお，全産業の中では不動産業の伸びが高い（＋64.8%）。
次に従業者数の動向であるが，県内の製造業の従業者数は，91年の
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371,700人（構成比29.8%）から12年では285,796人（同・23.5%）とこちらも
大幅に減少している。また91年から01年の期間では，産業全体では従業者
数が＋56,814人（＋4.6%）と増加しているのに対し，製造業では－52,959人
（－14.2%）と逆に減少していることも特徴的である。なお，01年から12年で
は全体でも－87,219人（－6.7%）と減少しており，製造業（－32,945人，－
10.3%）のほか，卸売・小売業（－27,237人，－10.5%）の低落が顕著である。
以上を踏まえて，次に製造業における県内の要所について確認していこ
う。図 1および図 2は「工業統計調査」2013年版より作成したものである。
まず図 1をもとに全体を概観すると，茨城県産業は電気機械の日立市周辺，
鉄鋼・化学の鹿島コンビナートが県全体を牽引し，一般機械の土浦市，研
究都市のつくば市，およびプラスチックなど素材型産業が中心の県西地域
が後に続く構図となっている。
表 1：県内の事業所数・従業者数の推移（全産業）
出所：「事業所・企業統計調査」「経済センサス」
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図 1：県内の製造業従業者数と製造品出荷額（2013年，単位：人・万円）
出所：経済産業省「工業統計」（Tableauにより作成）
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次に，製造品出荷額や従業員数から代表的な地域の経済規模について確
認すると，まず出荷額 5千億円以上，従業者数 1万人以上を県内製造業に
おける基幹地域とすると，これに該当するのは日立市（1兆670億円，2.3万
人），神栖市（ 1兆5155億円，1.2万人），ひたちなか市（8264億円，2.0万人），
古河市（7478億円，1.6万人），土浦市（6693億円，1.4万人）となる。これら
に続く経済規模の地域を見ると，まず出荷額（ 5千億円以上）では鹿嶋市
（7490億円，0.7万人）が，また従業員数（ 1万人以上）では筑西市（1.3万人，
4581億円），常総市（1.2万人，3988億円）がそれぞれ挙げられる。
続いて事業所・従業者数の分布状況を見ると（図2），従業者数が多い地
域としては日立市やひたちなか市，土浦市，神栖市などが，また事業所数
図 2：事業所数・従業者数の分布状況（2013年，製造業）
出所：経済産業省「工業統計」
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の多い地域として古河市や筑西市，常総市などが挙げられる。これら以外の
地域については割愛するが，近似曲線よりも右下側に位置するものは事業所
数が多く従業者数が少ない地域，つまり中小規模の事業所が多い地域であり，
逆に左上側に位置するものは大規模な事業所が多い地域ということになる。
最後に，地域別の主要産業・企業についてまとめた表2をもとに，県内5
地域
（3）
の特徴について見ていこう。まず県北地域（日立市，ひたちなか市な
ど）は日立市を中心として電気機械，はん用機械，生産用機械，金属，非鉄，
化学，輸送用機械，食料品が挙げられる。鹿行地域（神栖市，鹿嶋市など）
は鹿島コンビナートを中核的な集積地として，化学，食料品，プラスチック，
鉄鋼，生産用機械，金属と幅広い業種でそれぞれ高い生産力を維持しており，
重化学工業を中心に，県北と比肩する製造業の牽引役を担っている
（4）
。
県央地域（水戸市，小美玉市など）は他の地域と比べて生産面よりも流
（ 3）　茨城県庁による地域区分に基づく。県は現在，県北地域（北茨城市，高萩市，那
珂市，日立市，常陸太田市，常陸大宮市，ひたちなか市，久慈郡（大子町），那賀
郡（東海村）の 7市 1町 1村），鹿行地域（潮来市，鹿嶋市，神栖市，行方市，鉾
田市の 5市），県央地域（小美玉市，笠間市，水戸市，東茨城郡（茨城町，大洗町，
城里町）の 3市 3町），県西地域（古河市，桜川市，下妻市，常総市，筑西市，坂
東市，結城市，猿島郡（五霞町，境町），結城郡（八千代町）の 7市 3町），県南地
域（石岡市，稲敷市，牛久市，かすみがうら市，つくば市，つくばみらい市，土
浦市，取手市，守谷市，龍ケ崎市，稲敷郡（阿見町，河内町，美浦村），北相馬郡
（利根町）の10市 3 町 1 村），計32市10町 2 村で構成されている。
（ 4）　なお，鹿島臨海工業地帯は2003年 4 月，「鹿島経済特区」（素材産業再生）として
構造改革特別区域に認定されている（「日本経済新聞」2003年 4 月18日付）。また県
はこれを受けて，工業地帯の進出企業代表 6社と学識経験者などで構成される鹿島
工業地帯クラスター検討委員会を組織し，「鹿島経済特区計画推進戦略プラン」を
策定。同プランでは，①国際競争力のある次世代型コンビナートへの構造転換，②
基礎素材型産業を中心にしたすそ野拡大と高付加価値化への展開，③新規成長分野
への新たな事業展開，④魅力と活力あるインフラ拠点の創出，⑤快適で利便性の高
い居住環境の創出の 5つを基本戦略とし，04年から10年間で工業地帯全体の工業出
荷額を 1兆円上乗せする目標が掲げられている。『茨城の地域財産』（茨城新聞社，
2005年）73頁を参照。
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表 2：茨城県内の主な産業，集積地，企業一覧
出所：「茨城県都市地図」（旺文社，2013年版）をもとに作成
通面での機能が目立つ地域であるが，製造業では食料品，印刷・同関連，
業務用機械，窯業・土石，ゴム，プラスチックが有力な産業であるとみて
とれる。また県西地域（古河市，筑西市，常総市など）は輸送用機械，食
料品，プラスチック，金属，電気機械，窯業・土石が代表的な産業として
挙げられ，中小規模の集積地が広範に展開されていることが特徴的である。
最後に県南地域（土浦市，つくば市など）は生産用機械，業務用機械，は
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ん用機械，食料品，金属，輸送用機械，非鉄が主な産業で，県西と同様に
中小規模の集積地が展開されている一方で，近年ではつくば市を中心に研
究開発都市としての発展が著しい地域である
（5）
。
2 ．茨城県産業の構造的特徴
前節では茨城県経済の概況について確認してきた。本節ではより具体的
に，産業別の構造的特質とその変化について検討する。
2 － 1 ：事業所数と工場立地の動向
まず，事業所数および工場立地のこの間の動きについて見ていこう。図
3は，産業別の事業所数の推移を示したものである。詳しく見ていくと，
まず全体では90年の9,887から13年には5,569へと4,318カ所，比率にして
43.7%減少している。特に減少が著しいのはやはりリーマンショック後の
2009年で，前年（08年）の6,765カ所から6,180カ所と前年比で8.6%減少し
ており，バブル崩壊以来の最悪の落ち込みとなっている。
また個別の産業では，繊維が90年の1,034から13年には179へと855カ
所，比率にして82.7%と大きく減少しており，図に挙げた10業種のなかで
も 5位から 9位と順位を下げている。これに続くのが電気機械で，同期
間に1,253から500（－753，－60.1%）と大幅に縮小しており，順位も 2位
から4位と下がっている。そのほか，一般機械は1,132から728（－404，－
35.7%），そして鉄鋼は143から124（－19，－13.3%）とそれぞれ減少して
（ 5）　つくば市は2011年12月に内閣総理大臣より「つくば国際戦略総合特区」に指定さ
れており，つくば市のほか，龍ケ崎市，大洗町，東海村，阿見町の区域の一部が指
定区域となっている。「日本経済新聞」2011年12月23日付，「日経産業新聞」2011
年12月28日付，および茨城県HP内「つくば国際戦略総合特区」（http://www.pref.
ibaraki.jp/kikaku/kagaku/tokku/index.html：閲覧日2015年12月20日）を参照。
370
いる一方で，食料品は1,267から903（－364，－28.7%）と数は減らしなが
らも，順位は1位を維持している。また化学は，他の業種とは逆に149から
189（＋40，＋26.8%）と増加しており，順位も 9位から 8位と徐々にシェ
アを高めている。
概観すると，製造業の事業所数は90年から13年にかけて全体で 4割超減
少している。この下落は繊維・電気機械が特に著しい一方で，食料品や一
図 3：産業別事業所数の推移（製造業）
注：産業分類については日本標準産業分類を使用。ただし，「食料品製造業」は「食料
品製造業」と「飲料・飼料・たばこ製造業」を統合，「繊維工業」は2007年まで「繊
維工業（旧分類）」と「衣服，その他の繊維製品」を合計して算出。また，「一般機
械」は07年まで「一般機械」と「精密機械」の合計，08年以降は「はん用機械」「生
産用機械」「業務用機械」の合計として計算。「電気機械」については，02年以降は
「電気機械（新分類）」「情報通信機械」「電子部品・デバイス」（08年以降は「電子
部品・デバイス・電子回路」）の合計として算出している。なお，以下の図表につ
いても同様である。
出所：経済産業省「工業統計」各年版
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般機械，鉄鋼は平均よりも下落率が小さく
（6）
，化学は唯一増加している
（7）
。
他方で，茨城県は経済産業省の「工場立地動向調査」において2013年に
企業立地件数，面積や県外企業立地件数で全国 1位となるなど，特に近年，
その存在感を高めている
（8）
。この間の工場立地の累積件数を算出した図4を
もとに，本県の工場立地の特徴とこの間の変化について見ていこう。まず
件数の多さで際立つのは食料品と一般機械であり，金属製品や化学，輸送
機械などが続いている。特に食料品はこの間で55件（01－07年）から62件
（08－14年）と伸ばしており，件数で 1位となっている。次に目立つのは
化学と輸送機械で，金融危機後になる08年以降も着実に発展してきている
といえる。特に輸送用機械は，工場立地の敷地面積で見ると，08－14年で
104.8万㎡と同期間の食料品（103.5万㎡）を抜き 1位となっている。逆に
大きな落ち込みを見せているのは一般機械（72件→48件），および電気機
械（34件→ 7件）である。敷地面積でみると，01－07年と08－14年の期間
（ 6）　ただし近年，鉄鋼業界は競争がさらに激化しており，事業再編の動きが活発であ
る。こうした鉄鋼業界の国内再編成の背景としては，①国内外高炉メーカー間にお
ける競争の激化（公共事業の縮小や長期不況による景気回復の遅れ，中国からの安
価な鋼材の輸入増による普通鋼材需要の減少など），②中国の高炉メーカーの発展
（中国の余剰鉄鋼の対日輸出の進行），③原材料の急騰（世界的な資源企業による鉄
鉱石や石炭・コークスの独占）を挙げることができる。古賀義弘「国内 2強体制と
東アジアへの生産の集中」（大橋英五監修『日本の製造業を分析する－自動車・電
機，鉄鋼，エネルギー』第 3部第 2章，唯学書房，2010年）329頁を参照。
（ 7）　再編の動きが盛んなのは化学業界も同様である。例えば三菱ケミカルホールディ
ングスは12年 6 月，国内需要減少と円高による採算悪化を理由として鹿島コンビ
ナートのエチレン設備 1基の廃止を決定した。これは，生産能力の削減，リチウム
イオン電池原料など高機能素材事業の拡充を目的としたものである（「日本経済新
聞」2012年 6 月10日付）。
（ 8）　2010年 3 月31日発表の工場立地動向調査（経済産業省）によると，2009年の茨城
県への工場立地件数は50件で08年より37%減少，面積も71ヘクタールで41%減少し
ているものの，同時期は世界金融危機の影響により全国的に立地が大幅に減ったた
め，全国順位は件数では前年の5位から3位に上がっている（「日本経済新聞」2010
年 4 月 1 日付）。
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で一般機械は128.9万㎡から78.4万㎡と39.2%の減少，同じく電機では84.1
万㎡から3.7万㎡と95.6%もの減少となっている
（9）
。
（ 9）　なお東洋経済新報社の調べによると，企業が新設・移転検討時に重視する点とし
て，「市場や取引企業への近接性」（65.1%），「災害のリスクの低さ」（41.5%），「本
社・自社拠点との近接性」（39.9%），「用地の価格や広さ」（38.8%），「従業員の確
保のしやすさ」（38.0%），「交通ネットワークの整備」（34.1%）が上位となってい
る。その一方で，企業が茨城県に対してもつイメージについては「全国有数の産
業集積」（66.1%），「充実した高速道路ネットワーク」（64.1%），「都心に近い良好な
ロケーション」（50.6%），「廉価で多様な産業用地」（35.9%），「港湾と空港の充実」
（32.7%），「活断層がない，低い自然災害リスク」（28.2%）がそれぞれ挙げられてお
り，茨城県が企業の立地ニーズをカバーするポテンシャルを備えていると評価して
いる。「企業のために挑戦し続けるNo.1茨城」（『東洋経済』2015年 1 月10日号） 6
頁を参照。
図 4：工場立地件数の動向
出所：経済産業省「工場立地動向調査」
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2 － 2 ：従業者数・出荷額の推移とその背景
次に，従業者数と出荷額の動きについて検討する。まず従業者数につ
いては，90－13年において全体で約 2割減少しているが，ここでも特に繊
維と電機が際立つのに対して，一般機械や金属では下落が軽微であり，ま
た食料品や化学が増加傾向を示している（図 5）。具体的には，全体が
319,467人から253,718人と65,749人（20.6%）減少しており，産業別では，
図 5：産業別従業者数の推移（製造業）
出所：図 3と同様
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繊維で16,606人から3,964人と12,642人（76.1%），電機が73,693人から33,362
人と40,331人（54.7%），一般機械は55,492から49,727と5,765（10.4%），それ
ぞれ減少している
（10）
。他方，金属では21,516人から22,152人（636人，3.0%），
食料品で33,712人から42,694人（8,982人，26.6%），そして化学では10,385人
から14,248人（3,863人，37.2%）と増加していることが確認できる。
こうした動きに対して，製品の出荷動向はどのような変化を見せている
だろうか。製造品出荷額については，製造業全体では90年の10兆7882億円
から13年には10兆9013億円，期間差で1131億円（1.0%）とわずかながら増
加している（図 6）。特に目立つのは食料品（ 1兆998億円→ 1兆7101億円，
＋6103億円）や化学（9661億円→ 1兆5116億円，＋5454億円）でともに 5
割増，また，輸送機械（2122億円→4339億円，＋2217億円）が10割増と大
幅に増加しており成長が著しい。他方で，電気機械が 2兆1472億円から
9471億円，－ 1兆2001億円と 5割以上，窯業・土石が5712億円から3264億
円（－2448億円）と4割超の減少，繊維業は1137億円から539億円（－598
億円）で 5割超の減少とそれぞれ落ち込みが顕著である
（11）
。また，一般機
械も 2兆1252億円から 2兆602億円，－650億円と停滞している。これらの
（10）　総合電気大手の日立製作所は2009年1月30日，世界的な不況を背景に薄型テレビ
を筆頭に全部門で売り上げが落ち込んだ結果として09年3月期の連結業績の最終損
益が7000億円の赤字になるとする見通しとともに，グループ全体で7,000人を配置
転換，削減する計画を発表している（「日本経済新聞」2009年 1 月31日付）。
（11）　付言すると，繊維業の低迷については主に東アジアからの安価な輸入品との競合
による日用的な衣類の生産減を中心に論じられることが一般的であるが，地域経済
の持続的発展の観点では，同時に地場産業の衰退への影響も捉える必要がある。例
えば茨城県結城市や栃木県小山市を中心に生産される結城紬の場合，生産反数は
ピーク時の1980年度 3万1288反から2013年度には1658反と20分の 1の水準まで落ち
込んでいる（「読売新聞」2014年 7 月16日付）。こうしたことは，グローバル化によ
る「地方文化」や「伝統文化」による「空洞化」との関係で捉えることができる。
熊坂敏彦「地場産業の活路」（大西勝明編著『日本産業のグローバル化とアジア』
第6章，文理閣，2015年）130頁を参照。
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産業の低迷については，全般的なグローバル化の進展に加え，バブル後の
長期に亘る不況（特に建設業）が影響しているものと考えられる
（12）
。
そして賃金（図 7）は，全体としては同期間中に 1兆2383億円から 1
兆2061億円，期間差で－322億円（－2.6%）と，やや減少している。この
間増加している部門として際立つのは，化学（529億円→813億円，＋284
億円），食料品（975億円→1363億円，＋388億円），一般機械（2543億円
→3031億円，＋489億円），輸送機械（407億円→554億円，＋148億円）と
（12）　一般機械のうち建設機械は08年世界金融危機に伴う急激な需要減から再編を迫ら
れ，09年春に日立建機が土浦工場の油圧ショベルの減産体制を敷いたほか，コマツ
が10年夏に栃木県真岡工場を閉鎖してひたちなか市の工場などに機能を集約するな
ど，生産体制の見直しが相次いだ。また建設機械は12年にも再び全国的な落ち込み
が見られるが，これは主に中国の景気減速の影響が考えられる。なお，バブル後の
建設投資額の激減により県内投資額は03年度で1.3兆円と，93年度（2.3兆円）から
4割減の水準に落ち込んでいる。
図 6：産業別製造品出荷額の推移
出所：図 3と同様
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図 7：産業別現金給与総額の推移（製造業）
出所：図 3と同様
推移している。逆に減少したのは繊維（339億円→120億円，－219億円），
電気機械（3001億円→1901億円，－1100億円）となっている。
ただし，従業員 1人あたりにすると全体では上昇していることも特徴的
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である。例えば石油・石炭では同期間に505万円から800万円と約 6割の上
昇，また繊維が204万円から302万円（ 5割増），電気機械が407万円から570
万円（ 4割増）といずれも伸びが著しい。逆に化学や食料品はともに1割
増程度で，ここでは目立たない格好となっている。言うまでもなく，これ
は大規模なリストラが実施され従業員も大幅に減少していることが影響し
ており，加えて人材派遣や業務の外注化によってコスト削減が進められて
いる部門では，こうした傾向がより顕著となっているものと考えられる
（13）
。
3 ．地域別の産業構造とその変化
3－ 1：茨城県経済の地域構成とその推移
続いて，先述の地域区分に従いそれぞれの産業動向について検討する。
本項では，各地域の長期的な推移について概観していく。
まず事業所数については，全体としては大幅に減少しているが，地域間
の差は均衡する傾向にある（図 8）。総じて見ると，県西地域の優位が変
（13）　よく指摘されるように，こうした雇用削減は有期契約の間接雇用への転換，「雇
用のフレキシブル化」の一環として進められてきたものである。この施策は，人件
費の流動費化による製造コストの削減，そして生産量に合わせたフレキシブルな投
下労働量の調整といった短期的な利益がある一方で，被雇用者の所得と生活の不安
定化や帰属意識の低下など，長期的な経営資源に関わる損失が挙げられる。そして
経営的側面ではイノベーションの源泉の喪失という点も見逃せない。企業に利益を
もたらす源泉となるイノベーションは，技術者だけが作り出すものではなく，製造
部門との連携によって生み出される場合もある。特に微妙な調整を必要とする「す
り合わせ」型の製品の場合には，開発の段階から製造部門との密接な連携が欠かせ
ないが，海外移転やリストラ，非正規労働者への置き換えが安易に進められると，
製造部門が弱体化し，自らの利益をもたらす源泉を損ない競争力を失うことにつな
がる可能性がある。藤田実『日本経済の構造的危機を読み解く－持続可能な産業再
生を展望して』新日本出版社，2014年，132－134頁を参照。
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わらない一方で，県北地域と県南地域の地位が逆転しており，構成比では
県西が横ばい，県南が微増，他は微減である
（14）
。
地域別の内訳は以下の通りである。まず県北地域は1990年から2013年で
（14）　なお，この間の主な企業立地（増設を含む）として，県北地域では日立建機（ひ
たちなか市，2007年），小松製作所（ひたちなか市，2009年），鹿行地域では中国木
材（神栖市，2006年），県西地域はSMC（下妻市，2009年），日野自動車（古河市，
2010年），ファナック（筑西市，2012年），県南地域は日本ジェネリック（つくば市，
2007年），あみプレミアム・アウトレット（阿見町，2009年），雪印メグミルク（阿
見町，2010年），住友化学（つくば市，2011年），コメリ（稲敷市，2012年），日本
ハム（筑西市，2014年）などが挙げられる。付言すると，茨城県は日野自動車の企
業立地による経済波及効果を，直接効果と間接効果の合計で年間 1兆561億円に及
ぶと推計している。茨城県内HP「日野自動車立地の経済波及効果について」（http://
www.pref.ibaraki.jp/kikaku/tokei/fukyu/tokei/betsu/sangyo/ documents/2015hino-
report.pdf：閲覧日2015年12月17日）を参照。
図 8：地域別事業所数の推移（製造業）
注：各地域区分については脚注1を参照。なお，当該期間は「平成の大合併」もあり市
町村合併が多くの地域で行われているが，2005年以前については合併前の各地域を
合計して算出した。
出所：図 3と同様
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2,433から1,195へと 5割以上減少している。また，構成比では24.6%→21.5%
（－3.1）と縮小しており，全体で 2位から 3位と位置を落としている。特
に日立市（－446，－53.0%），常陸太田市（－156，－59.8%），北茨城市
（－133，－48.5%）が大きく数を減らしている。傾向としては，93年から
94年（2,352→2,175，－177），および98年から99年（2,113→1,927，－186）
の落ち込みが目立つが，この間は07年から08年（1498→1537，＋39）など
一部の時期を除いて，ほぼ一貫して減少し続けているのが特徴的である。
県央地域もおおむね同じ傾向となっている。まず同地域は1,284から688と
5割近くの減少，構成比は13.0%→12.4%（－0.6）と微減で，シェアは4位の
ままである。また，98年から99年にかけての落ち込み（1,190→1,098，－92）
を筆頭に，ほぼ一貫して減少し続けているのも県北地域と同様である。市町
村別では，水戸市（－286，－54.6%），笠間市（－156，－47.0%）が目立つ一
方で，小美玉市（－36，－22.0%）は比較的堅調である。なお，同地域では茨
城空港開港を中心に，交通網の拡充による経済活性化が期待されている
（15）
。
これに対して鹿行地域は724から513と3割弱減少しているが，相対的に
減少率が低いため，構成比は7.3%→9.2%（＋1.9）と高まっている。上記の
地域と同様，98－99年の大幅減以降は減少傾向にあるが，縮小の度合いは
他の地域に比べてなだらかである。なお市町村別では，全体を牽引する鹿
嶋市（－15，－16.7%）や神栖市（－36，－15.4%）については落ち込みが
少ない一方で，行方市は大きく減少（－81，－43.3%）している。
（15）　茨城空港は2010年 3 月，防衛省・航空自衛隊が管理する百里飛行場（小美玉市）
を民間共用化する形で開港した。開港当初から利用者数が見込み（札幌，大阪，福
岡，沖縄の国内 4路線で年間81万人の利用）を大きく下回るなど苦戦が続いている
が，乗降客数では10年度の203,070人から14年度には538,215人へと着実に増加して
いる（国土交通省「暦年・年度別空港管理状況調書」）。なお，茨城空港の国際線利
用による関東圏やその周辺地域への波及効果を推計したものとして，居城琢「茨城
空港・国際線利用に関わる地域経済効果の試算」（『流通経済大学論集』第50巻第 2
号，2015年）を参照。
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次に県南地域は，2,018から1,243と4割弱の減少で，相対的に落ち込み幅は
少なく，構成比では20.4%→22.3%（＋1.9），全体で 3位から 2位とシェアを
伸ばしている。個別的には，土浦市（－159，－49.4%），つくば市（－149，
－48.5%）の減少が目立つ一方，かすみがうら市（－18，－16.4%）のよう
に，比較的に落ち込みが小幅に留まった地域も多い。同地域は，つくばエ
クスプレスの開業に伴って住宅・商業施設の環境整備が特に進んでおり，
このことも事業所数の推移に影響しているものと考えられる
（16）
。
最後に県西地域は3,428から1,930と 4割以上の減少であるが，構成比は
34.7％→34.7%と変わらず，全体では一貫して1位を保っている。市町村別
では桜川市（－377，－66.4%）や古河市（－293，－43.9%），筑西市（－284，
－46.6%）の減少が目立つが，全体としてはおおむね堅調であったといえる。
次に従業者数について見ていくと（図 9），ここでも県北地域の減少が
著しく，県西地域も同様である。逆に，県南地域は全体では減少している
ものの，一部に増加している地域が見られる。県央地域と鹿行地域はとも
に低位で推移している。
地域別の内訳では，まず県北地域が90年の98,467人から13年には64,293
（16）　2005年 8 月，東京・秋葉原と茨城県・つくばの58kmを結ぶつくばエクスプレス
（TX）が開業したが，このTXは「大都市地域における宅地開発及び鉄道整備の一
体的推進に関する特別措置法」に基づき鉄道建設と宅地開発とが並行して進められ
ている。また県が2011年 7 月に提示した「茨城県産業活性化に関する指針」では，
TXの波及効果を活かして産学官の広域なネットワークの構築，および大手企業・
研究開発機関などとの連携による新事業・新製品開発や大規模展示会への共同出展
の支援が盛り込まれている。こうした方針のもと，県では中根・金田台地区，葛城
地区，上河原崎・中西地区，島名・福田坪地区，萱丸地区，伊奈・谷和泉丘陵部地
区，守谷東地区，守谷駅周辺地区の計 8カ所で区画整理事業が実施されており（守
谷地区は事業完了），また商業・業務用施設の建設が各地で現在（15年12月）も進
行中である。常陽地域研究センター「つくばエクスプレス沿線地域の現状とこれか
ら」（『JOYO ARC』2013年 9 月号，12－43頁），および茨城県HP内「つくばエク
スプレス沿線地域のまちづくり情報」（http://www.pref.ibaraki.jp/kikaku/tsushin/
takuchi/joshin-n.html：閲覧日2015年12月15日）を参照。
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人と34,174人（34.7%）減少しており，この数は同時期の県製造業におけ
る人員縮小の約5割を占める。また，構成比も30.8%から25.3%（－5.5）と
低下している。市町村別では，特に日立市（－19,121人，－45.2%），ひた
ちなか市（－6,002人，－23.1%），常陸太田市（－1,955人，－49.6%）の低
落が顕著であるが，同地域はこの間，すべての市町村で従業員が減少して
いる。なお傾向としては，90年代はほぼ一貫して減少しており，03年から
08年にかけてやや持ち直すものの，09年以降は再び低落基調に転じている。
次に県央地域は30,349人から22,678人で7,671人（25.3%）の減少，構成
比では9.5%から8.9%（－0.6）と縮小している。地区別では，水戸市（－
6,151人，－50.3%）を筆頭にほぼすべての地域で減少しているが，小美玉
市（＋275人，＋4.3%）は唯一増加している。
鹿行地域も県央地域と同じく低位水準にあるが，人数では26,848人から
26,079人と769人（2.9%）減少している一方で，構成比では8.4%から10.3%
図 9：地域別従業者数の推移（製造業）
出所：図 3と同様
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（＋1.9）と上昇している。また，同地域も鹿嶋市（－1,732人，－20.1%）な
ど，ほとんどの地区で減少しているものの，神栖市（＋2,171人，21.1%）
では大幅な増加が見られている。
県南地域は72,967人から66,918人と6,049人（8.3%）の減少で，構成比で
は22.8%から26.4%（＋3.5）と上昇している。また，石岡市（－2,993人，－
35.2%）や阿見町（－1,908人，－28.0%），美浦村（－1,201人，－46.4%）な
どで減少が目立つ一方で，守谷市（＋748人，＋28.0%），土浦市（＋739人，
＋5.7%），かすみがうら市（＋556人，＋14.0%）など，増加している地域
も多いことが特徴的である。特に同地域の堅調さについては，上記のよう
に交通網の拡充や都市開発の進展による影響が大きいものと思われる。
最後に県西地域は，同時期に90,836人から73,750人と17,086人（18.8%）
減少しているものの，構成比では28.4%から29.1%（＋0.6）と上昇しており，
全体的には県南地域と類似した傾向である。地区別では筑西市（－5,187
人，－29.2%），古河市（－5,116人，－24.1%），そして桜川市（－3,705人，
－46.0%）の減少が目立つ一方で，結城市（＋222人，＋3.5%）と坂東市
（＋153人，＋2.0%）でそれぞれ微増している。
そして，製造品出荷額においては県北地域と鹿行地域で明暗が分かれて
いる（図10）。上記と同様に90年から13年にかけて，県北地域は日立市を
中心にほとんどの地域で低落しており，90年の 3兆407億円から13年の 2
兆4229億円と6178億円（20.3%）縮小しているのに対し，鹿行地域は神栖
市と鹿嶋市を中心にすべての地域で拡大しており，同時期に 1兆8987億円
から 2兆4363億円（＋5377億円，＋28.3%）と大幅に増加している。その
結果，構成比で県央地域が28.2%から22.2%（－6.0）と低落し，全体での
順位も 1位から 4位と大きく下げたのに対し，鹿行地域が17.6%から22.3%
（＋4.7），順位も 4位から 3位と逆転している。なお，地域別では日立市
（－5072億円，－32.2%），ひたちなか市（－847億円，－9.3%）での減少，
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神栖市（＋3439億円，＋29.4%），鹿嶋市（＋1539億円，＋25.9%），鉾田市
（＋243億円，＋86.6%）での増加が際立っている。
次に，県央地域は全体で一貫して5位と，従来から他地域に比べて極め
て低位な水準にあるが，この間はその傾向を強めている。この間の同地域
は6068億円から5371億円と約698億円（11.5%）の減少，特に水戸市（－1068
億円，－46.2%）の低落が顕著である。
他方で県南地域と県西地域は，ともに堅調な動きを見せている。まず県
南地域は 2兆7007億円から 2兆8691億円と1684億円（6.2%）の増加，構成
比も25.0%から26.3%（＋1.3）と上昇し，全体で 2位から 1位へと躍り出て
いる。地区別では，守谷市（＋1914億円，＋389.4%）が際立つほか，土浦
図10：地域別製造品出荷額の推移
出所：図 3と同様
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市（＋1073億円，＋19.1%），つくばみらい市（＋994億円，＋60.2%），か
すみがうら市（＋639億円，＋50.6%）など多くの地域で増加が見られ
る。これに対して県西地域は 2兆5413億円から 2兆6359億円と約947億円
（3.7%），構成比でも23.6%から24.2%（＋0.6）と微増であるが，順位は 3位
から 2位へと上がっている。地区別では古河市（＋2398億円，＋47.2%）
が突出しており，坂東市（＋462億円，＋19.3%）や常総市（＋394億円，
＋11.0%）がこれに続く構図になっている
（17）
。
3 － 2 ：集積地における近年の産業動向
続いて，それぞれの産業集積地での近年の動向について見ていこう。ま
ず，製造業全体では（表 3－ 1），水戸市がいずれの指標でも平均以上に減
少しており製造業の地位は低下している
（18）
。また日立市の凋落，神栖市の発
展が目立つ。具体的に見ると，水戸市は事業所数が524から238（－54.6%），
従業者数は12,225から6,074（－50.3%），出荷額2310億円から1242億円
（－46.2%）。また日立市は事業所数が841から395（－53.0%），従業者数は
42,327人から23,206人（－45.2%），出荷額は 1兆5742億円から 1兆670億円
（－32.2%）で推移している。これに対し神栖市は事業所数が234から198
（－15.4%），従業者数は10,298人から12,469人（＋21.1%），出荷額が 1兆1716
億円から 1兆5155億円（＋29.4%）となっている。
（17）　なお近年の出荷数の増加については，2011年 3 月の北関東自動車道の全線開通や，
2015年10月の首都圏中央連絡自動車道（圏央道）の全線開通の影響についても考慮
すべきだろう。
（18）　逆に，2007年10月にショッピングセンター「MIMO」が，また2013年 5 月に複合
施設「TOMOS MITO」が設立されたことに見られるように，水戸市は商業・観光
都市として特化する方向性にあるものと考えられるが，09年 3 月にLIVIN水戸店が
閉店，また「MIMO」においてフードマーケットKASUMIを含むすべてのテナン
トが撤退し13年 5 月に休業に至るなど，商業面でも苦戦が続いており，大型商業施
設中心のまちづくりに見直しが求められる状況にあるといえる。
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続いて，近年（06－13年）における産業別の集積地の動向について見て
いこう。まず労働手段生産部門である一般機械製造業では，出荷額はひ
たちなか市の増加が顕著（2471億円→3584億円，＋1113億円，＋45.0%）
で，逆に土浦市は低迷（4473億円→3763億円，－710億円，－15.9%）し
ており，生産規模の面では両市は拮抗している（表 3－ 2）。だが付加価
値額ではひたちなか市が 5割程度の増加（349億円→521億円，＋172億
円，49.3%）に留まる一方で，土浦市は 4倍（336億円→1660億円，＋1324
億円，＋393.7%），つくばみらい市は 5倍（127億円→762億円，＋635億円，
＋500.0%）と大幅に増大している。また，土浦市は従業者数・現金給与総
額の増加も際立つ。まず従業者数は，日立市の5,827人から5,690人（－137
人，－2.4%）に対し，土浦市は4,875人から6,940人（＋2,065人，＋42.4%），
また給与総額は日立市の416億円から498億円（＋82億円，＋19.8%）に対
して土浦市は283億円から454億円（＋171億円，＋60.5%）となっている。
次に電気機械は，ひたちなか市・日立市いずれも低落が顕著であるが，
表 3－ 1：産業集積地の事業所数等の推移：①総合
出所：図 3と同様
	

 
!"#$%&
'(	)*+
,-./012 ,-./.32 ,.3/012
	
 345 3617 / 514 5687 /08697 5.9 56-7 /96.7 10: 5697 /40687 43- 5657 /0:697 41: 5617 /:607 /35697 /1-617 /43647
;<
 04=443 16:7 / 0.=1-1 1657 /036.7 -=-19 1637 /5657 8=53- 46:7 /456-7 8=013 4687 /5617 9=.85 4657 /056-7 /3.617 /1-6.7 /0:697
>?@ 41=0.0=.39 4607 / 08=-::=4-0 0697 /44607 08=:1:=-9: 0687 /.6:7 05=495=85- 0617 /4.6.7 04=54-=9:1 0607 /046-7 04=544=303 0607 /.607 /59647 /1:617 /046-7
	
 :50 :637 / 840 86-7 /05617 919 8687 /006:7 3.: 8657 /4.607 590 86:7 /-617 1-3 8607 /05617 /316.7 /1-697 /44647
;<
 54=148 01647 / 1:=9:9 046:7 /:697 1.=.38 0.637 /44617 48=.1: 0.607 /0.6.7 4:=019 0.637 5607 41=4.9 -607 /08637 /53647 /19607 /05647
>?@ 038=540=9-4 05697 / 031=04-=9.5 016-7 /4687 04.=53:=958 00647 /40617 003=184=8.. 0.687 /5647 01-=8..=0:- 046-7 40607 0.9=8..=4.8 -6:7 /41697 /14647 /49687 /8637
	
 144 1617 / 49: 46-7 /096:7 40- 4697 /0:617 0:1 4687 /09657 09: 46:7 /:647 091 46-7 /16.7 /5-657 /51647 /0.6-7
;<
 04=-13 56.7 / 00=-4: 16-7 /86:7 00=.0: 16:7 /8697 04=383 5687 05607 04=38. 5687 .6.7 01=985 3657 :6:7 3687 /46:7 :687
>?@ 39=0-8=::. 3647 / 33=..:=995 36.7 /4607 35=-:1=93- 3607 .6.7 90=0-0=-1- 3687 00617 9.=538=.1. 3697 /0647 99=-4-=4:: 9607 0.687 0-607 :6-7 -657
	
 998 9687 / 94- 96-7 /3687 393 96:7 /0.647 59- 96:7 /086.7 1:: 9637 /08617 185 9687 /1697 /516-7 /4-687 /4.617
;<
 40=445 9697 / 4.=1:8 9687 /16-7 0:=:05 9697 /8687 0:=114 96-7 /4697 09=:0: 9617 /:617 09=0.: 9617 /5647 /45607 /01697 /04607
>?@ 3.=8-3=585 5687 / 5:=.5-=305 5657 /3657 5-=:.8=-04 5697 1687 30=.31=:4: 5687 4637 5-=:4.=109 5697 /4657 85=889=-5. 96-7 3.607 58647 .637 59637
	
 1-- 56.7 / 194 56.7 /-617 139 5617 /0687 103 5697 /00637 491 5657 /09637 434 5637 /5647 /196:7 /40607 /4.6.7
;<
 01=03. 5607 / 01=594 5637 4657 01=138 5687 /.6:7 01=:-5 3647 56.7 04=.-- 5637 /046-7 00=-:4 5687 /06.7 /:6-7 3687 /016:7
>?@ 13=-1:=5.- 1617 / 55=008=5:5 56.7 446:7 59=34:=::3 5617 3637 39=95-=41. 3647 406:7 1-=90-=--8 1687 /1.607 1-=:83=4.. 1687 .697 006.7 38697 /4-697
	
 1.8 1607 / 490 46-7 /036.7 4.9 4637 /40607 095 4657 /4.657 080 46-7 5617 03: 46:7 /8697 /5:637 /59697 /1687
;<
 :=44: 4697 / 8=:08 4697 /36.7 :=303 16.7 :6-7 8=5.3 46:7 /016.7 -=49: 1637 43647 :=.89 1647 /046-7 /06:7 /0.6.7 -607
>?@ 44=..8=-49 46.7 / 45=-4.=330 4617 01647 13=3.-=80: 1617 54637 1.=08-=:14 46:7 /036.7 48=948=48. 4637 /:637 49=:04=084 4637 /16.7 406:7 18607 /00647
	
 1:9 16-7 / 199 56.7 /3647 11. 56.7 /-6:7 491 16:7 /4.617 41: 56.7 /-637 403 16-7 /-687 /55617 /106-7 /0:617
;<
 43=-:0 :607 / 44=:14 8637 /04607 41=348 :647 16.7 4.=5:. 8687 /016.7 4.=-4: 86:7 4647 0-=-8- 86-7 /5637 /41607 /40647 /4657
>?@ -0=0.8=.41 :657 / :4=.8:=:38 8637 /-6-7 :1=948=59. 86:7 06-7 83=:04=-94 86.7 /-617 -4=305=1:9 :637 446.7 :4=913=149 8697 /0.687 /-617 /096:7 -6.7
	
 -. .6-7 / 88 .6:7 /05657 -3 0607 41657 :1 0647 /04697 89 0617 /:657 83 0617 /0617 /09687 /86:7 /-697
;<
 :=913 4687 / 9=-05 4617 /0-6-7 9=-33 4657 .697 9=30: 4657 /9617 8=000 4687 -607 9=-.1 4687 /46-7 /4.607 /45637 36-7
>?@ 3-=3.5=.99 3637 / 34=13.=99. 56:7 /046.7 30=509=543 56:7 /06:7 84=540=39: 9687 5.6-7 83=.-8=344 96-7 1687 85=:-:=:95 96-7 /.617 436-7 40687 1657
	
 9.- 9647 / 9.. 9697 /0637 304 9647 /05687 51. 9647 /096.7 119 3687 /406-7 143 36:7 /1617 /59697 /4-657 /45657
;<
 08=859 3697 / 09=559 3657 /8617 05=-5: 3647 /-607 05=940 3637 /4647 01=3.9 36.7 /8697 04=33- 56-7 /86.7 /4-647 /08697 /05607
>?@ 3:=-99=8.4 3637 / 3:=.:-=.98 3617 /0637 31=404=509 36.7 /:657 5-=51-=49- 5697 /8607 30=-33=8-- 56:7 3607 53=:01=333 5647 /006:7 /44617 /09647 /8617
	
 415 4657 / 440 4657 /3697 40: 4697 /0657 4.1 46-7 /96-7 0:- 1647 /96-7 0-: 1697 56:7 /03657 /01647 /4637
;<
 0.=4-: 1647 / 00=55. 16:7 00607 00=943 5607 0697 00=5-8 5617 /0607 04=411 5697 9657 04=59- 56-7 06-7 40607 00697 :637
>?@ 008=03:=0.9 0.6-7 / 00-=-55=10. 0.6-7 4657 014=50-=10. 04617 0.657 09.=-0.=834 056-7 40637 04-=0-1=... 006-7 /0-687 030=33.=380 016-7 08617 4-657 18617 /36:7
	
 -=::8 0..6.7 / -=034 0..6.7 /8657 :=1.4 0..6.7 /-617 9=::: 0..6.7 /086.7 3=-15 0..6.7 /016-7 3=39- 0..6.7 /9647 /51687 /1.617 /0-607
;<
 10-=598 0..6.7 / 1.4=50: 0..6.7 /3617 4:9=314 0..6.7 /3617 498=9.: 0..6.7 /9697 498=35- 0..6.7 .6.7 431=80: 0..6.7 /3647 /4.697 /09647 /3647
>?@ 0=.8:=:0:=33- 0..6.7 / 0=.-:=4:.=894 0..6.7 06:7 0=.81=3-8=10. 0..6.7 /4647 0=.8-=:03=0-3 0..6.7 .697 0=.:5=383=5.5 0..6.7 .657 0=.-.=011=0.0 0..6.7 .637 06.7 .607 06.7
KLM
NOM
PQM
RSM
TUV
WXM
YZM
[\M
]^_`M
abcM
dM
4.01e0--.e 4..3e4...e0--3e 4.0.e
386
表 3－ 2：産業集積地の事業所等の推移：②一般機械器具製造業
出所：図 3と同様
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対照的な部分も見られる（表 3－ 3）。まず，出荷額ではひたちなか市
3909億円から3168億円（－742億円，－19.0%），日立市3803億円から3119
億円（－684億円，－18.0%）と両市とも2割ほど低落しているが，付加価
値額では付加価値額はひたちなか市が微減（1,057億円→985億円，－72億
円，－6.8%）に対して，日立市が大幅に増加（523億円→1092億円，＋569
億円，＋108.8%）しており，明暗が分かれる結果となっている
（19）
。
（19）　1987年に産業構造審議会がまとめた「2000年の情報産業ビジョン」の影響もあり，
電機産業は90年代以降自動車依存を深めていたが，日立市やひたちなか市もその影
響を受けた地域の 1つである。例えばひたちなか市のクラリオンのカーナビゲー
ション工場は2010年の閉鎖が決定。また日立オートモティブシステムズの佐和事業
所は米ゼネラル・モーターズ向けの生産ラインの操業を完全停止。さらに日立製作
所は08年度最終決算報告時において，自動車関連部品事業部門について国内外4,000
人規模の雇用調整を実施する計画を提示している（「茨城新聞」2009年 2月 3日付）。
このように，両地域はともに2008年の経済危機によって深刻な打撃を被っているが，
重電回帰など危機の回避・緩和策を取り得た日立市と，中小企業も含めて自動車関
連機器への依存度が高かったひたちなか市とで差が生まれたものと考えられる。
表 3－ 3：産業集積地の事業所等の推移：③電気機械器具製造業
出所：図 3と同様
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また，従業者数では日立市（11,530人→9,491人，－2,039人，－17.7%）
の方がひたちなか市（10,331人→9,792人，－539人，－5.2%）よりも人員
整理が進んでいる一方で，給与総額ではひたちなか市が微減（664億円
→636億円，－28億円，－4.2%）に対して日立市は微増（627億円→649億
円，＋22億円，＋3.5%）しており，高度専門技術者への絞り込みの進行度
を反映しているものと見て取れる
（20）
。
そして労働対象生産部門である鉄鋼業・化学工業・プラスチック製造
業では，鉄鋼（鹿嶋市）が出荷額・付加価値額・給与総額いずれも低落し
ているのに対して，化学（神栖市）は出荷額では低下しているものの付加
価値額・給与総額では上昇，またプラスチック（筑西市）も付加価値額
では増加している（表 3－ 4）。まず出荷額は化学では神栖市9303億円か
ら7327億円（－1976億円，－21.2%），鉄鋼では鹿嶋市6729億円から6102億
円（－627億円，－9.3%），プラスチックでは筑西市1920億円から1475億円
（－445億円，－23.2%）となっている。他方で付加価値額は，鉄鋼では鹿
嶋市3136億円から955億円（－2181億円，－69.6%）と減少しているのに対
し，プラスチックでは筑西市が316億円から357億円（＋42億円，＋13.1%），
（20）　補足すると，2011年 3 月11日に発生した東日本大震災はサプライチェーン（材
料・部品供給網）の寸断により各地の生産活動に深刻な影響をもたらしたが，ひた
ちなか市のルネサスエレクトロニクス那珂工場の甚大な被害による自動車向けマイ
コンの不足は，自動車産業の生産回復の遅れにつながった。その一方で，この未曾
有の被害のなかで日本の製造業は驚くべき速さで立ち直っており，同・那珂工場は
震災から 3ヶ月後の 6月に操業を再開している。これら一連の事態は，在庫を低水
準に抑える「かんばん方式」の生産体制としての脆弱性を顕在化した一方で，緊急
事態に対する柔軟な対応力を発揮し，被害の拡大を防ぐために有効に機能したと評
価することができる。いずれにしても，こうした事態への対処が可能な産業基盤を
形成するためには，現場 1人 1人の判断に基づく柔軟な対応力が不可欠であり，そ
のための人材育成の仕組みづくりやその維持が必要であるものと思われる。渋井
康弘「グローバリゼーション下の日本機械工業と産業集積」（鳥居伸好・佐藤拓也
編著『グローバリゼーションと日本資本主義』第 4章，中央大学出版部，2012年），
97－106頁を参照。
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化学では神栖市2562億円から2877億円（＋315億円，＋12.3%）と，いず
れも増加している。最後に給与総額は，化学では神栖市325億円から337
億円（＋12億円，＋3.8%），プラスチックでは筑西市193億円から167億円
（－25億円，－13.2%），鉄鋼では鹿嶋市が334億円から255億円（－79億円，
－23.6%）となっている
（21）
。
最後に，生活手段生産部門である食料品製造業は各地域に分散している
が，なかでも小美玉市や古河市が有力で，鉾田市などが後に続く（表 3－
5）。概観すると，まず小美玉市が出荷額では減少が大きいものの付加価
値額や給与総額では増加している一方で，古河市は出荷・付加価値・給
与いずれも低落している。詳しく見ると，出荷額は小美玉市が9303億円か
ら7327億円（－1976億円，－21.2%），古河市が6729億円から6102億円（－
627億円，－9.3%），鉾田市が310億円から400億円（＋90億円，＋29.1%）
となっている。次に付加価値額では，小美玉市が2562億円から2877億
円（＋315億円，＋12.3%），鉾田市が61億円から180億円（＋119億円，＋
195.5%）へと増加している一方で，古河市は3,136億円から955億円（－
2181億円，－69.6%）と減少している。最後に給与総額は，古河市が334億
（21）　鹿嶋製鉄所を有する新日鉄住金は過剰設備の合理化策として13年 3 月に中期経営
計画を発表し，千葉県君津製鉄所の高炉 1基を15年度末で休止，また鹿島製鉄所の
圧延や表面処理ラインを休止する計画を提示した。これは，最大顧客の自動車大手
の海外シフトが背景であり，重要顧客の海外シフトに対してはメキシコやタイ，イ
ンドでの表面処理ラインの立ち上げで対応するとしている（「日本経済新聞」2013
年 3 月14日付）。この計画は，日本国内における鋼材需要の横ばい・漸減傾向や東
アジアにおける鋼材供給の急激な増加への対応から，海外での供給体制の構築，国
内での設備休止・整理統合を進めたものと捉えることができる。高橋衛「鉄鋼メー
カーのグローバル戦略と企業金融」（大西前掲書，第 4章）82頁を参照。なお，電
機産業や自動車産業が90年代以降，生産拠点を海外に移していくが，中核部材は日
本製品かまたは同等の品質製品を要求したことを契機に，製鉄大手の海外進出も本
格化している。上記の新日鉄住金の海外展開も「自動車産業のグローバリゼーショ
ンへの対応」との関係で捉えていくことが肝要である。大場陽次「鉄鋼産業　再編
の20年と国際展開」（『経済』No.235，2015年 4 月号），60頁を参照。
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円から255億円（－79億円，－23.6%），常総市で193億円から167億円（－
25億円，－13.2%）と低下しているのに対して，小美玉市が325億円から
337億円（＋12億円，＋3.8%）と上昇している。
表 3－ 4：産業集積地の事業所等の推移：④鉄鋼・化学・プラスチック
出所：図 3と同様
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表 3－ 5：産業集積地の事業所等の推移：⑤食料品製造業
出所：図 3と同様
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4 ．茨城県の産業連関構造と貿易動向
本論の最後に，県の産業連関構造と貿易動向について検討する。
4 － 1 ：茨城県の産業連関構造とその変化
表 4は，1985年から2005年の茨城県の産業連関表により，主要な製造業
部門における県の産業連関構造について算出したものである。まず一般機
表 4：主要部門における県の産業連関構造
出所：茨城県「茨城県産業連関表」
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械においては，需要の大半を占める移輸出が95年の 1兆6157億円から00年
で 1兆4032億円と低落（－2125億円）するものの，05年に 1兆4248億円と
微増（＋216億円）している。同時期については，移出が146億円の減少で
あるのに対して輸出は362億円の増加であるため，これは主に外需依存に
よる回復であるといえよう。なお，内生部門は高水準（構成比20%前後）
で推移しているが，県内消費は一貫して低水準（同0.1%前後）で，県内固
定資本形成はバラツキがみられるものの，概ね10%台を維持している。
次に電気機械では，85年の730億円から00年の1872億円と県内消費を拡
大し続けてきたが，05年には603億円と急激に縮小している。また移輸入
は90年から00年にかけて増加（7718億円から 1兆152億円）しているが，
これも05年には2259億円，77.7%の減少と大幅に落ち込んでいる。他方，
移輸出も95年から05年にかけて激減（ 1兆8024億円から7037億円）してい
るものの，構成比では00－05年で上昇しており（54.2%→71.7%），県外・
海外の需要に依存する割合が相対的に高まっているといえる
（22）
。
そして輸送機械では，県内消費は電機の場合と同様に，90－00年で1157
億円から1667億円と増加していたが，05年で902億円（－764億円）と急減
している。一方で，移輸出は90年から00年まで減少傾向（2649億円→1733
億円）にあったが，05年で2506億円と90年の水準近くまで回復している。
なお，県内固定資本形成では，90年の落ち込みを除き構成比が20%水準を
保っており，堅調に推移している。
（22）　よく知られるように，電機部門の停滞の要因の 1つは，東アジアを中心とした生
産の海外シフトが挙げられる。例えば1990年から2010年において東アジアの域内貿
易は中間財貿易，特に部品貿易が比重を増大させているが，電機・一般機械・輸送
機械の 3業種は部品貿易の9割を占めており，特に電機が占める割合が 5割から 7
割と高まっている。田村太一「企業のグローバル展開　東アジア地域の国際分業構
造」（渋谷博史・河﨑信樹・田村太一編『グローバル化を読みとく 1　世界経済と
グローバル化』第 3章，学文社，2013年），47－50頁を参照。
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続いて素材産業について見ると，まず鉄鋼は，他の業種に比べて内生
部門の比率が高いものの，この間は構成比において縮小傾向が続いてい
る（85年60.3%→05年54.2%）一方で，額面は90年から00年まで同じく低
落（ 1兆1145億円→7640億円）しているものの05年で急増している（ 1兆
3542億円，＋5902億円）。同様に，移輸出は90年から00年まで額面では減
少が続いていたものの（7564億円→6420億円），05年で大幅に増加（ 1兆
1219億円，＋4798億円）している。なお付け加えると，移出が00年の5357
億円から05年に9201億円と71.8%増加しているのに対し，輸出が1064億円
から2017億円と89.6%の増加であることから，同部門も海外需要への依存
を強めているものと見て取れる。
次に，化学も鉄鋼と同様に，内生部門が大半を占める（40－50%台）。
まず構成比は95年まで低下傾向であったものの，以降は徐々に回復してい
る（85年54.2%→95年42.1%→05年46.4%）。また額面では堅調に推移してお
り，7454億円から05年1兆1519億円と着実に増加している。他方で，移輸
出の割合も構成比は高い水準にある（40－50%台）が，95年を境に微減傾
向であり（95年55.3%→05年50.7%），県内需要への比重が高まっているも
のと考えられる。なお，額面では5779億円から 1兆2594億円とこちらも一
貫して増加しているが，95年以降は伸びが鈍化しており，やや頭打ちの状
況にある。
最後に食料品は，県内消費の比率が高いが，85年から95年にかけて上昇
して以降は一定水準（6000億円超，構成比25%前後）で安定的に推移して
いる。他方，移輸出の水準はそれを超える（構成比50%台）ものであるが，
例えば05年で移出が56.7%であるのに対して輸出が0.4%となっているよう
に，移輸出の大部分を占めるのは移出である点が特徴的である。なお，移
輸入については構成比が30%台で安定的に推移しており，また額面ではほ
茨城県経済の産業構造と動向に関する実態分析 395
ぼ一貫して微増傾向が続いている
（23）
。
以上をまとめると，電機をはじめ移輸出の上昇傾向が目立つが，一様で
はなく，食料品は国内中心，化学や鉄鋼は比重が低下している。また県内
消費をはじめとして，電機や輸送機械の乱高下に対して，食料品の安定性
が際立つ結果となっているといえる
（24）
。
4 － 2 ：茨城県の近年の貿易動向
上記のように，茨城県の製造業はバブル崩壊以降，内需主導による成長
を一部の産業で果たしながらも，全体として外需依存型の経済へと発展し
てきたと見ることができる。最後に表 4および図11をもとに，近年の貿易
動向について確認する。
まず貿易額を概観すると，全体としてはおおむね上昇傾向にあると見
て取れるが，特に09年の下落が著しい。これはいうまでもなく世界金融
危機の影響であるが，茨城県の場合，輸出が前年比で37.6%，輸入が同じ
く45.3%とともに大きく減少している。その後も東日本大震災の影響もあ
り一進一退が続くが，12年と13年には飛躍的な伸びを見せ，13年には輸
出・輸入ともに過去最高（輸出9509億円，輸入 2兆800億円）を記録して
（23）　こうした食料品製造業の安定的な動きの背景については，本県の第一次産業が果
たしている役割が大きいものと考えられる。例えば徳江は1980年から2000年までの
産業連関表による分析に基づき，茨城県の第 1次産業は他部門から受ける生産誘発
効果は小さく，他部門に与える生産誘発効果が相対的に高いことを指摘している。
徳江和雄「茨城県経済の構造と変化：県産業連関表の検討」（『茨城大学生涯学習教
育研究センター報告』No.7，2006年），34－36頁を参照。今後の地域社会の発展を
考えるうえでも，本県の第一次産業が果たす役割についての検討が，改めて必要で
あるものと思われる。
（24）　なお，産業連関表の分析を軸に日本経済の再生産構造の特質，特にその輸出依存
的経済成長と問題性について論じたものとして，村上研一『現代日本再生産構造分
析』（日本経済評論社，2013年）を参照。
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図11：茨城県の貿易額の推移
出所：横浜税関鹿島税関支署「茨城県貿易概況」
表 5：貿易の主要品目
出所：図11と同様
 
いる
（25）
。
次に品目別で見ると，まず輸出については一般機械や鉄鋼が従来から主
（25）　ただし，2013年以降の貿易額については，日銀の金融緩和による為替変動（円
安）の影響を受けていることも考慮に入れる必要がある。
（億円）
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力であるが，近年では自動車の躍進がめざましく，11年から13年まで貿易
額 1位となっている。また例年，鉄鋼が自動車と同程度の輸出額を占めて
おり（14年は鉄鋼が首位），これに有機化合物，建設用・鉱山用機械，荷
役機械が続いている。なお例年，これら上位 5品目の輸出は，輸出額全体
の約 7割に達している。
他方で輸入については，やはり原材料品が大きくなっている。11年以降
でトップを占めているのは原油及び粗油で，輸入額全体の 3－ 4割とかな
りの部分を占めている。また。これに続く石油製品や鉄鉱石，石炭も含め
ると，これらの輸入額の合計は例年，輸入額全体の約 7割に達している。
なお例外となるのが自動車で，こちらも例年10%ていどのシェアを占めて
いる
（26）
。
おわりに
ここまで，茨城県産業の構造と動態について検証してきた。本稿で浮か
び上がってきたこの間の茨城県産業の経済的特質は，従来の基幹産業（電
気機械など）が停滞するなか，素材産業（鉄鋼，化学など）や一般機械を
中心に外需依存構造を高めていること，そして近年の新たな交通網の整備
や周辺地域の都市開発など大規模なインフラ事業による影響も含めて，長
期的には内需型の産業（特に食料品製造業）が地域経済を下支えしてきた，
（26）　今回の分析では十分に取り上げられなかったが，この間の貿易動向については，
2008年12月に日立港，常陸那珂港，大洗港の 3港の港湾地域を統合して開港した
茨城港の影響についても詳細に検証する必要がある。なお国土交通省の「茨城港
港湾計画（改訂）」によると，同港の主な課題・要請として，多様な海上サービス
（コンテナ・RORO・フェリー等）の提供を中心に，北米や東アジア向けの貨物の
増加への対応，および建設機械や完成自動車の輸出拠点としての能力強化が掲げ
られている。国土交通省HP内「茨城港港湾計画（改訂）」（http://www.mlit.go.jp/
common/000034942.pdf：閲覧日2015年12月18日）を参照。
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ということである。現在の同県は，企業立地の動向などでも見られたよう
に，主に海外への輸出拠点として，他の地域に比べて成長の余地があるも
のと期待されており，少なくともインフラ整備事業とその効果が一巡する
までは，安定的に推移することが予想される。
その一方で，外需依存による成長は必ずしも地域の（とりわけ雇用面
での）利益にかなうとは限らず，むしろ人員整理の進行や外部化，生産拠
点の海外移転などを通じて雇用の喪失をもたらし，ひいては労働者にとっ
ての生活の場を失うことにもつながる。また，激しい労働者削減の実施
は，研究・開発能力や技術・生産力水準の低落をもたらさざるをえず，結
果，自らの存立基盤である企業の知的財産を失うことにもなりうる。こう
した点でもグローバル企業にはその社会的責任として，改めて雇用の創出
や相応の負担を求めていく必要がある。
また，今日の茨城県に見られるインフラ事業による活況は，ローカル型
の経済発展に当たるといえるものの，それ自体は当然ながら，期間が限定
される短期的なものにとどまる。長期に亘る発展のためには，例えばその
インフラを基礎にした新たな地域経済圏や活動の形成・発展など，より地
域に根ざした取り組みが不可欠である
（27）
。
そして茨城県全体の発展を考えるうえでは，内需型産業の発展や地産地
消型・再生産型経済の構築という観点が重要である。こうした経済社会を
構築していくためには，まず労働力の再生産能力を維持・回復することを
主眼とした国内労働者への雇用・所得保障，そして社会保障の充実が一層
求められる。また，地域経済の持続可能性の視点から考えると，特に生活
手段生産部門にあたる「衣・食・住」産業の維持・発展も大きな鍵となる
（27）　そしてこのことを実現するためには，住民や自治体が当事者意識を持って内発的
に地域を起こしていくことが肝要であるものと思われる。片山善博・小田切徳美
「真の「地方創生」とは何か」（『世界』No.869，2015年 5 月号），79頁を参照。
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だろう。
それぞれの地域の中小企業や関係者たちが主体となって連携し，多様性
を生かしながら，地域社会を人間の生活の場として再生させる自律的な成
長の可能性を求めることこそが，真に持続性のある力強い社会基盤をつく
り「地域循環型経済」を形成することに資するものと思われる。
